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国際税務 

QI/FATCA/CRS/CARF 関連情報 
OECD/CARF 最新情報：CRS FAQ、CARF FAQ、CARF スキーマの
更新 

デロイト トーマツ税理士法人 GIR（Global Information Reporting） 
2025 年 8 月 26 日号 

2025 年 7 月 30 日、経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development：以下
「OECD」）は、CRS（Common Reporting Standard）および CARF（Crypto-Asset Reporting Framework）に関する
FAQ の更新とともに、CARF における XML スキーマのユーザーガイドの更新をリリースした。詳細は下記リンク先を参照されたいが、
以下にその概要を記載する。 

 CARF FAQs

 CRS FAQs

 CARF XML スキーマ

1. CARF FAQs
(1) 事業の移管
ほかの報告暗号資産サービス提供者（Reporting Crypto-Asset Service Provider：以下「RCASP」）の事業を買収する 
RCASP は、個人及び事業体の暗号資産ユーザーの両方について、移管者によるステータスの判定に依拠することが認められる。こ
れは、個人の暗号資産ユーザーについてのみ移管者によるステータスの判定に依拠することを認めている既存の CARF コメンタリーの
ルールを拡張するものである。

(2) 分散型金融（Decentralized Finance：以下「DeFi」）/カストディ以外のサービスに関する報告については、今後のガイダ
ンスが待たれる

CARF は、取引プラットフォームを利用可能にする個人又は事業体を RCASP として扱い、取引プラットフォームで提供されるサービス
は、交換取引を実行するカストディ以外のサービスを除外していない。個人又は事業体は、「取引プラットフォームを支配するか、又
は十分な影響力（control or sufficient influence）を行使し、当該プラットフォーム上で完了する交換取引に関して本人確認
及び報告義務を遵守することを可能とする」範囲においてのみ、RCASP に該当する。新しい FAQ は、DeFi に関連したカストディ以
外のサービスを提供する取引プラットフォームに関するガイダンスを更新するもので、該当する規制上の進展を考慮し、FATF のレベル
におけるものを含め、この点における暗号資産報告の枠組みの適用を明確化するための解釈に関わる更なるガイダンスが発行され
るまで、国・地域が支配及び十分な影響力のテストの適用を延期することができるようにした。 
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(3) 金融機関である顧客の CRS 上の分類への依拠 
CARF FAQ では、報告金融機関（Reporting Financial Institution：RFI）でもある RCASP は、事業体が CRS において金融
機関であるという分類に依拠し、CARF の目的上除外される個人や事業体（Excluded Person）1であると判定できると明記され
ている。ただし、口座保有者が他の金融機関が運用する投資事業体である場合には、より厳格な CARF の本人確認要件を引き
続き適用しなければならない。 

(4) 関連暗号資産（Relevant Crypto-Asset）2ではない非代替性トークン（Non Fungible Token：以下「NFT」） 
現在の規則では、中央銀行デジタル通貨（Central Bank Digital Currencies）又は特定電子マネー商品（Specified 
Electronic Money Products）以外の暗号資産は、RCASP が支払又は投資目的に使用できないと判断しない限り、CARF 報
告の対象となる関連暗号資産である。新たな CARF FAQ は、RCASP が NFT を支払又は投資目的に使用されていないものとし
て扱うことができる要件を明確にしている。 

 当該 NFT が金融資産又は代替性の暗号資産を表さない。 
 当該 NFT が投資商品として販売されていないか、又は金融規制の対象でない。 
 当該 NFT が FATF の勧告に準じた AML/KYC の目的上の仮想資産でない。 
 報告時点の RCASP の合理的な知識に基づき、当該 NFT が小額であり（例：200 米ドルを超える額で取引されたことが

ない）、かつ価値及び取引数に関して意味のある取引量がない。 
 
2. CRS FAQs 
(1) 有効な自己宣誓書に関する判定のタイミング 
CRS 2.0（改正 CRS）では、報告金融機関に対して、口座所有者が有効な自己宣誓書を提供したかどうかを報告するよう義務
付けている。CRS FAQ は、有効な自己宣誓書が対象となる報告期間について提供されたかどうかの決定は、その報告期間の終
了時における口座保有のステータスに基づくべきであることを明確にしている（すなわち、暦年又はその他の適切な報告期間の終了
時点、あるいはそれより早い場合は口座の閉鎖時点）。 

(2) CRS 報告の対象となる関連暗号資産の持分 
CRS では、先物又は先渡取引又はオプション取引に対する持分は、一般に、原証券とは別個の金融資産とみなされる。CRS 2.0
では金融資産の定義が拡大され、関連暗号資産の持分が含まれるようになったため、CRS の FAQ では、関連暗号資産を参照す
るデリバティブ持分も CRS で報告すべき別個の金融資産として扱われることが明確になっている。しかし、CRS FAQ には、「通常の
カストディ契約から生じる資産に対する持分」は含まないとしている。 

 

3. CARF スキーマ 
CARF スキーマは、文字数制限の調整、入力タイプの名前、その他の技術的な調整など、CARF レポートの技術的な側面に関連し
て更新されている。 

 

おわりに 
今回のニュースレターでご案内した CARF FAQ 及び CRS FAQ については、全文の和訳を作成し、随時更新を行っている。当
法人と CARF の基本契約を締結いただいている場合には、CARF FAQ の全文和訳を、また、CRS の基本契約を締結いただ
いている場合には、CRS FAQ の全文和訳を無料で提供予定であり、別途ご案内させていただく。CARF、改正 CRS に関する
制度内容・法令等で不明な点があれば、ご相談いただきたい。 

Any tax advice included in this written or electronic communication was not intended or written to be used, and 
it cannot be used by the taxpayer, for the purpose of avoiding any penalties that may be imposed by any 
governmental taxing authority or agency. 

 
1 Excluded Person とは、CARF Section IV(E)(1)に規定されており、以下を意味する：(a) 株式が一以上の既存の証券市場にて日常的に取引
されている事業体、(b) (a)に規定される事業体の関連事業体である事業体、(c) 政府機関、(d) 国際機関、(e) 中央銀行、又は (f) セクション IV 
E(5)(b)に規定される投資事業体以外の金融機関 

2 Relevant Crypt-Asset とは、CARF において報告対象となる暗号資産 
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このニュースレターで取り上げた CARF、改正 CRS を含む国際税務コンプライアンスについて、デロイト トーマツ税理士法人
主催の無料 Webinar を配信中です。画像をクリックして、ぜひお申し込みください。 
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お問い合わせ 
米国税務及び QI/FATCA、OECD CRS に関するお問い合わせは、下記の担当者までご連絡ください。 

デロイト トーマツ税理士法人 東京事務所 GIR（Global Information Reporting） 
パートナー 前田 幸作 kosaku.maeda@tohmatsu.co.jp 
マネージングディレクター 岡 映 akiroka@tohmatsu.co.jp 
ディレクター 秋葉 奈緒子 naoko.akiba@tohmatsu.co.jp 
シニアマネジャー 高島 憲一 kenichi.takashima@tohmatsu.co.jp 
シニアマネジャー 津﨑 祐美 yutsuzaki@tohmatsu.co.jp 
マネジャー 榎本 純子 junko1.enomoto@tohmatsu.co.jp 
マネジャー 渡邊 美穂子 mihoko.watanabe@tohmatsu.co.jp 

所在地 〒100-8362  
東京都千代田区丸の内三丁目 2 番 3 号 丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 
email tax.cs@tohmatsu.co.jp 
会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 
税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 
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